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株式会社日本スポーツビジョンの 
営業の全部譲受けに関するお知らせ 

 

 
 当社は、平成 16年 7月 6日開催の取締役会において、平成 16年 7月 30日をもって株式会社日本

スポーツビジョン（平成 16年 4月 6日付で民事再生手続の開始決定）の営業の全部を譲り受けること

を決議し、同日、同社との間で営業譲渡契約を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたし

ます。 

 
記 

 
１． 営業譲受けの趣旨 

株式会社日本スポーツビジョンは、スポーツエンターテイメントの分野で「ワールドスポーツプ

ラザ」等の直営店を全国主要都市に 24店舗展開し、アメリカ４大スポーツの他、海外サッカーのチ

ームグッズ等、付加価値の高い商品をスポーツファンに提供しております。 

同社は平成 16年 3月 30日に東京地方裁判所に民事再生手続の申立を行い、当社は、同日開催の

取締役会において、スポンサー候補として同社を再生支援することを決議し、表明いたしました。 

その後当社によるデュー･デリジェンスを慎重に進めた結果、販売力や在庫の適正化、コスト管理

等を始めとした抜本的な店舗運営の見直しを行うことにより、事業の再生は可能と判断いたしまし

た。 

また、当社といたしましては、スポーツアパレル事業へ参入することで、世界的に著名なクラブ

チーム等のグッズを取り扱う店舗の出店をもとに、新規顧客の獲得と業容の拡大を図りたいと考え、

正式に当社（一部を当社子会社）を譲受人とする営業譲渡契約を締結することといたしました。 
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２． 営業譲受けの日程 

平成 16年 7月 6日 営業譲渡契約書承認取締役会 

平成 16年 7月 6日 営業譲渡契約書締結 

平成 16年 7月 30日 営業譲受け期日（予定） 

 
３． 営業譲受けの内容 

(１) 譲受け内容 

① 衣料品及びその他のスポーツ関連商品の輸入・製造・販売事業に係る資産。 

ただし、一部の商品及び現金預金、債権等の資産、及び負債は原則引き継がない。 

② ①を遂行するにあたり必要とされる契約等。 

 
(２) 営業の譲渡会社の経営成績 

 平成 15年 8月期 平成 16年 2月期 
売  上  高 8,296百万円 3,543百万円 
売  上  総  利  益 3,299百万円 1,536百万円 
営  業  利  益 44百万円 △249百万円 
経  常  利  益 1百万円 △780百万円 

  （注）平成 16年 2月期は決算期を変更しているため、平成 15年 9月 1日から平成 16年 2月 
     29日までの 6ヶ月間の決算数値を記載しております。 
 
(３) 譲受け資産の項目及び金額（平成 16年 2月 29日現在） 

資   産 
項 目 帳簿価額 
棚  卸  資  産 2,010,748千円 
有 形 固 定 資 産 921,223千円 
そ の 他 の 資 産 562,629千円 
合 計 3,494,602千円 

 
(４) 譲受け前の純資産額に対する譲受け資産の割合 

 譲受け資産の割合： － ％（平成 16年 2月期純資産額 △1,087,308千円） 

 
(５) 譲受け価額及び決済方法 

 譲受け価額： 譲受け価額は、譲受け資産の時価を基準とする。 

 決 済 方 法： 営業譲受け期日における銀行口座への振込決済。 
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４． 営業の譲渡会社の概要 

(１) 名    称  株式会社日本スポーツビジョン 

(２) 代  表  者  代表取締役社長 久保田 貴幸 

(３) 本店所在地        東京都渋谷区代々木四丁目 33番 10号 

(４) 設立年月日        昭和 63年 5月 11日 

(５) 資  本  金  9億 5,539万円 

(６) 主な事業内容  衣料品及びその他のスポーツ関連商品の 

    輸入・製造・販売事業 

(７) 大株主構成及び持株比率 株式会社幻冬舎  21,730株（69.3%） 

    株式会社とうこう・あい  4,340株（13.8%） 

    野崎 伸一   1,259株（ 4.0%） 

    見城 徹      608株（ 1.9%） 

    鈴木 慶      583株（ 1.9%） 

(８) 決  算  期  2月末日 

(９) 従 業 員 数        113名（平成 16年 5月末日現在） 

(10) 当社との関係   

① 資本関係  該当事項はございません。 

② 人的関係  該当事項はございません。 

③ 取引関係  該当事項はございません。 

 
５． 営業の譲受けに伴う当社への影響及び連結業績の見通し 

当該営業の譲受けにより、中長期的には事業の拡大が期待され、当社グループの業績向上につな

がるものと考えます。 

当期（平成 17年 2月期）業績への影響につきましては、現在、予想される影響額を算定しており

ます。数値が確定となり、当期の業績（連結・単体）に大きな影響をもたらすことが見込まれる場

合、速やかに公表いたします。 

 

 
以  上 
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